チャランケ通信　第106号　2015年4月24日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　いよいよゴールデンウィークを迎えようとしている。今年の桜の開花は、例年になく早く、既に２２日に札幌での開花宣言が出されている。松前や函館は早々と先週の裡に開花宣言を終え、今頃が見ごろだろうか。桜祭りのイベントを企画している地域は、開花が早まるのかどうか、気が気ではないだろう。歳を取ったせいか、早く暖かくなってくれること大歓迎である。
　４０年前の「スト権スト」当事者へのインタビュー記事、週刊『エコノミスト』に3回に亘って掲載へ、いま、なぜ？
　さて毎日新聞社が発刊している週刊『エコノミスト』は、学生時代から今でも愛読している経済雑誌である。最近のことになるのだが、何と３回にわたって今から40年前の1975年晩秋に実施された「スト権スト」について、当事者であった富塚三夫元国労書記長のインタビュー記事が連載されたのだ。インタビューアーは元毎日新聞論説委員だった大橋弘氏である。
　最初にこのインタビュー記事が掲載されたのは4月7日号で、3月末に我が家に郵送されたのだが、目次を見てすぐに目を通し、いま、なぜ「スト権スト」なのか、ちょっと納得がいかないままその後3回にわたったインタビュー記事を読み終えた。労働界に身を投じたものの一人として、あの「スト権スト」に対する思いは、無念さが残るものだったが、今では日本の労働運動の曲がり角を画した一大闘争だったのだ、と素直に総括ができると思う。
民間の労働運動が企業別に分断され、産業別の統一闘争による職種別横断賃率の形成もできなかっただけに、公労協の組合が労働基本権回復を真正面に掲げての戦いには大いに期待していたものだ。その中核をなしている国鉄労働組合を始めとする公労協各組合には、職場に労働組合がしっかりと根付いており、特に国労は、スト権ストの直前に闘ってきた「マル生反対闘争」に全面的に勝利していただけに、その帰趨は固唾をのんで見守ったことを覚えている。
　結局、スト権ストも国鉄労使の合意の上での決行だったようだ
　このインタビューで一番印象的だったのは、この「スト権スト」が国鉄当局からの陰ながらの支援の下に闘われ、三木内閣という自民党内では一番リベラルと言われていた政治家が総理大臣でありながら、ストライキ権を回復させることは出来なかったという事実である。田中角栄だったら実現できていたのでは、という感想を富塚元書記長が述べていることに対して、ちょっと甘すぎたのでは、と思った次第である。と同時に、やはり国鉄一家的体質が、国労といえども残存していたことを示したものと言えよう。
甘くなかった総資本の攻撃、スト権付与ではなく分割・民営化
1980年代に入ると、「第二臨調」が設置され、やがて公共企業体に対してストライキ権を付与するどころか、公共企業体を民営化し、さらに分割していく方向が打ち出され、労働組合の存在感は急速に低下していくことになる。翌76年度の春闘に於いて、政策推進労組会議を中心に、賃上げを生産性上昇率の枠内に抑える方針が実践に移され、インフレーションは急速に収まっていく。いわゆる「経済整合性論」が、その後の賃金闘争の流れを形成していき、「春闘終焉」が喧伝され今日に至るのだ。
組織率の低下、企業別労組の限界、日本の労働組合弱体化の現実
考えてみると、1975年には、労働組合の組織率は約3人に１人、いまや20％を割り込み約6人に1人と半減している。背景には、製造業からサービス業への産業構造の大転換があったことを指摘する必要があろう。しかも、量的な問題だけでなく質の面でも、肝腎の組織された労働者は企業別労働組合でしかなく、「企業あっての労働組合・労働者」という現実が、市民社会の中で「労働組合＝既得権擁護団体」という見方がされているのが今日の実態であろう。同じように労働組合の組織率の低下が進んでいるヨーロッパと比較したとき、戦闘力の低下には目を覆うばかりである。どのようにこの実態を改革していけるのか、最大の難問の一つとして脳裏にしっかりこびりついて離れない。
賃金の下方硬直性は、大企業の本工労働者だけ適用可能か
そうした労働界の現実は、やはり賃金闘争の面に色濃く表れている。日本の労働者の賃金水準は、1997年をピークに下がり始めた。金融危機の下でデフレが進展したのだが、その要因として賃金水準の継続的低下が挙げられよう。日本の労働組合は、自分たち正規職員中心の組合員の雇用を維持していくために賃上げを自粛し、それが内需の拡大を妨げ需給ギャップを拡大させるという「合成の誤謬」に追い込んでしまったのだ。
何と、安倍総理はアベノミクスの実現のためには労働者の賃上げが必要だ、という観点から企業側に賃上げを要請すると同時に、賃上げを実施すること対する税制上の優遇措置すら用意する始末であった。まさに、「官製春闘」ではないか、と揶揄される始末であった。

安倍政権の賃上げ要請、2014年度結果は所定内給与前年割れに
では、安倍政権がそれほどまで力を入れた昨年の春闘の成果はどうだったのだろうか。最新の『東洋経済オンライン』（4月21日付）に、「2014年度の賃金は前年割れだった！」と題する大崎明子ニュース編集部長の記事がある。その記事によれば、昨年の春闘は6年ぶりにベースアップが実施され、安倍総理は今年初めの施政方針演説で「昨年、過去15年間で最高の賃上げが実現しました」と成果を宣伝していた。
ところが、3年に1度の調査対象の入れ替えによる修正新データによれば、所定内給与(残業代やボーナス抜きの賃上げ率を算定する際の賃金水準)は、2014年も毎月、前年割れが続いていたことが明らかになったという。今年度の春闘結果は、連合の発表は7月にならないと確定しないのだが、予想では2.2％（昨年度は2,0％）とみられており、この程度の賃上げでは昨年同様余り変わり映えしない水準にしかなりそうもない。
ここで考えてみたいのは、賃上げが出来たのはもっぱら製造業の大手輸出関連企業が中心で、しかも円安による増益は、専らボーナスの支給増となって所定内賃金には十分に向かっていないのだ。何よりも問題なのは、この労働省のデータは事業所規模5人以上の全産業であり、日本の雇用労働者の6～7割を占める中小企業労働者には、賃上げは実現していなかったという冷厳な事実なのではなかろうか。さらに、増え続ける派遣や請負、パートといった不安定雇用労働者が40％近くにまで増加の一途を辿っており、賃上げの恩典は殆ど行き届いていないようだ。
少子化社会は「静かなる有事」、今こそ若者の貧困対策を
かくして、若者の賃金水準は貧困ラインすれすれか、それ以下に落ち込み、結婚もできない若者や、結婚しても子供を産み育てることができない日本社会にしてしまったのだ。まさに、日本社会が抱えた最大の深刻な問題であり、人呼んで「静かなる有事」と見る向きもある。こうした実態を、雇用する側の人たちはどのように見ているのだろうか。このまま放置しても、海外に進出したり海外からの安い労働力を移入することでわが社は何とかやっていける、とでも思っているのだろうか。総資本の立場からも、何とかしなければならないのでは、という声が大きくなっていいように思われるのだが、どうなのだろうか。
アメリカでは、オバマ政権によって最低賃金の底上げが進みつつあり、時給1000円以上になった州も出始めている。又、ウォールマートやマクドナルドといったサービス業での賃上げも進められ、低賃金に対する社会的な批判の強まりを受け、改善が進められつつある。日本でも、低賃金・貧困は悪だ、という声がもっと強まっても良いのではなかろうか。あまりにも低い賃金水準の下、若者や単身女性の厳しい生活水準が問題視されつつある。
日経新聞は、ようやく20,000円越えとなった株価の行く末について、今後どうすべきなのかを各界の識者と言われる方たちからヒアリングし、日本経済新聞に掲載している。そのなかで、4月24日の朝刊にはアメリカの高名なエコノミストであるポール・シェアード氏でさえ、「実質成長率を高めるには、出生率の上昇や移民政策といった人口の減少を防ぐ手段も検討する必要がある」ことを指摘している。もはや、労働者の生活と権利の回復を真剣に考える労働組合はもちろん、政権を目指す政党が今ほど求められている時はないのではなかろうか。
賃金だけでなく雇用・労働時間にも資本の側の一大攻勢が
そういうことを考えている時、北海道新聞の4月20日付夕刊に哲学者の西谷修氏が『論考2015』というコラム欄で、「残業代ゼロ法案」についてコメントをしておられたことが目に焼き付いている。今の労働者が現実にどんな問題に直面しようとしているのか、労働時間問題からアプローチされている。そこで経営側は、「市場社会では自分たちも労働者も実は同じなのだという。労働者は身体的・知的能力という『資本』を持ち、それを活用する経営者なのだと」。ここには、企業に労働時間や解雇に縛りがかかっているのは、世界の労働者が100年以上かけて獲得してきた権利の歴史が完全に忘れ去られ、「今では『経済成長の障害』のように宣伝され、切り崩されてゆく」わけで、もちろん背後に「産業界の要請」があるわけだ。賃金・雇用・労働時間、働く者にとって一番大切な基本的労働条件が、弊履のごとく脱ぎ捨てられようとしている現実を見るにつけ、今こそ、もう一度怒りを持って立ち上がらなければ、という強い思いが押し寄せてくる。
おっと、気が付けば5月1日はメーデーだったのだ、また、会場の壇上に登って名前が呼ばれれば立ち上がって手を振らなければならないのだった。なんだか、あまり気乗りしなくなった今日この頃である。
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